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ノムラ⽇本株戦略ファンド 
（確定拠出年⾦向け） 

運用報告書(全体版) 
 

第21期（決算日2022年３月22日） 
 

作成対象期間（2021年３月23日～2022年３月22日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2001年11月22日以降、無期限とします。 

運 用 方 針 

わが国の株式およびノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）と実質的に同一の運用の基本方針を有する親投資信託であるノム
ラ日本株戦略ファンド マザーファンド受益証券を主要投資対象とし、中長期的にわが国株式市場全体のパフォーマンスを上回る投資
成果を目指して、積極的な運用を行なうことを基本とします。 
株式への投資にあたっては、投資対象銘柄を「大中型バリュー」「大中型グロース」「小型ブレンド」の３つに区分し、それぞれの投資
スタイルに応じた専門の運用チームが個別投資銘柄の選定、投資比率の決定等を行ないます。 
また、各スタイル運用チームへの資産配分（スタイル・アロケーション）については運用総責任者を中心とする社内エコノミスト、ア
ナリスト等から構成される当ファンド専用の「投資政策委員会」が、投資環境見通し等の定性的判断に加え、リスク管理等の定量的判
断も参考にして、適宜変更することを基本とします。 
株式の実質的な組入にあたっては、フルインベストメントを基本とします。 

主な投資対象 

ノムラ日本株戦略ファンド 
（確定拠出年金向け） 

わが国の株式および「ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド」受益証券を主要投資対象とします。 

ノムラ日本株戦略ファンド 
マザーファンド 

わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 

ノムラ日本株戦略ファンド 
（確定拠出年金向け） 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 

ノムラ日本株戦略ファンド 
マザーファンド 

株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた利子・配当収入と売買益等から基準価額の水準等を勘案して分配します。留保益
の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

17期(2018年３月20日) 20,713 5 14.9 1,716.29 9.8 96.5 1.7 9,822 

18期(2019年３月20日) 19,158 5 △ 7.5 1,614.39 △ 5.9 96.9 1.8 9,258 

19期(2020年３月23日) 15,082 5 △21.2 1,292.01 △20.0 96.7 1.8 6,908 

20期(2021年３月22日) 25,554 5 69.5 1,990.18 54.0 97.2 2.0 10,457 

21期(2022年３月22日) 24,174 5 △ 5.4 1,933.74 △ 2.8 96.7 1.3 8,564 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
(東証株価指数) 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2021年３月22日 25,554 － 1,990.18 － 97.2 2.0 

３月末 25,336 △0.9 1,954.00 △1.8 96.6 2.0 

４月末 24,652 △3.5 1,898.24 △4.6 96.2 2.0 

５月末 25,026 △2.1 1,922.98 △3.4 96.0 2.0 

６月末 25,519 △0.1 1,943.57 △2.3 96.3 2.0 

７月末 24,864 △2.7 1,901.08 △4.5 96.6 2.0 

８月末 25,776 0.9 1,960.70 △1.5 96.6 2.1 

９月末 26,711 4.5 2,030.16 2.0 95.5 2.0 

10月末 26,576 4.0 2,001.18 0.6 96.4 2.0 

11月末 25,512 △0.2 1,928.35 △3.1 96.5 2.0 

12月末 25,934 1.5 1,992.33 0.1 96.3 1.9 

2022年１月末 23,958 △6.2 1,895.93 △4.7 96.0 1.3 

２月末 23,829 △6.8 1,886.93 △5.2 96.9 1.3 

(期  末)       

2022年３月22日 24,179 △5.4 1,933.74 △2.8 96.7 1.3 
 
＊期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2021年３月22日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数）です。ベンチマークは、作成期首（2021年３月22日）の値が基準価額と同一となるように計

算しております。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は5.4％の下落 

基準価額は、期首25,554円から期末24,179円（分配金込み）となりました。 

 

・局面①（期首～2021年９月中旬） 

（下落） 米国のCPI（消費者物価指数）上昇率の大幅な伸びなどを受けて量的金融緩和の縮小が

早まるとの見方が強まったことで、米国長期金利が上昇し米国株安となったこと。 

（上昇） 米国長期金利の水準が落ち着いたことや、海外に加えて国内でも新型コロナウイルス

ワクチン接種が進展するとの見通しが広がったこと。 

（上昇） 自民党総裁選などが具体化し国内政治の変化への期待が高まったことや、パウエル

FRB（米連邦準備制度理事会）議長が早期の利上げをしない姿勢を示し米国株が上昇

したこと。   
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

・局面②（2021年９月下旬～期末） 

（下落）中国大手不動産企業の債務問題により中国景気が悪化するとの懸念が広がったことや、

FRBによる資産買入れ縮小の2021年内着手と2022年内の利上げ開始の示唆を受けて米

長期金利が上昇したこと。 

（上昇） 原油価格や米国の長期金利上昇が一服し過度なインフレ懸念が落ち着いたことや、岸

田新首相が金融所得課税の見直しを当面行なわないと表明したこと。 

（下落） バイデン米大統領がパウエルFRB議長を再任する方針を示したことにより量的金融緩

和縮小の進展が意識されたことで米国株が軟調な動きとなったことや、新型コロナウイ

ルスの新たな変異型で感染力が高いと思われるオミクロン株への懸念が高まったこと。 

（下落） 2021年12月のFOMC（米連邦公開市場委員会）の議事要旨においてFRBの利上げや資産

圧縮が早期に進むとの見方が広がったことで米国長期金利が上昇したことや、国内で

のオミクロン株による新型コロナウイルス感染の再拡大を受けて東京都など大都市へ

の「まん延防止等重点措置」適用の可能性が高まったこと。 

（下落） ロシアによるウクライナへの軍事侵攻が行なわれたことや、それに対してG７（主要

７ヵ国会議）が発表したロシアへの経済制裁が世界経済へ悪影響を及ぼすと懸念され

たこと。 

 

○投資環境 

（１） 製造業を中心とした経済活動の回復局面が継続しましたが、2021年９月に中国において

不動産業界の信用不安が意識される等、金融市場における不安要因も表面化しました。

また、景気回復を背景として原油をはじめとする商品市場の価格上昇が進んでいた中、

ロシアによるウクライナへの侵攻がその上昇ペースに拍車をかけることとなりました。

半導体等の部材不足以外に、原材料の調達難や、素材価格全般の上昇による企業利益の

圧迫等も加わり、コロナ禍以降の金融市場における不確実性は高い環境が継続しました。 

 

（２） 新型コロナウイルスの感染状況は、世界各国におけるワクチンの普及も進み、2021年度

前半に発生したデルタ株の感染拡大は落ち着きを見せました。しかし、高い感染力を有

するオミクロン株が2021年の11月に確認された後、世界的に広まり、引き続き感染の収

束目途は立っていません。オミクロン株の感染拡大が早い段階で発生した欧米の一部の

国では新規感染者数は減少傾向が確認されるようになりましたが、遅れて感染者が増え

始めたアジアの国々では依然として新規感染者数は上昇かつ高い水準であり、経済活動

の正常化を妨げている要因となっています。 

 

（３） 米国では部材不足や商品価格の上昇による需給のひっ迫を背景としたインフレ率の高止

まりが継続しています。FRBは一時的と認識していた高いインフレ率について、継続が

長期化するという見方へ変更し、2022年における政策金利の引き上げや保有資産の縮小

といった金融政策の引き締め姿勢を強める方向へ舵を切りました。米国ほどの物価上昇
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

が見られない日本や欧州では、ECB（欧州中央銀行）や日本銀行の引き締め姿勢は明確

化されていませんが、引き締め態度が積極化することへの注意は必要と考えられます。 

 

（４） 国内主要企業の2021年度上期の経常増益率（野村證券調べ、以下同じ）はコロナ禍から

の急回復が継続し、機械や自動車といった景気敏感業種の他、小売りやサービスといっ

た国内経済の回復も確認できる内容となりました。しかし、2021年度下期では増益基調

の継続が予想されているものの、その増益率は１桁に留まることが予想されており、こ

れまでの景気回復をけん引してきた自動車関連の企業では半導体等の部材不足や原油等

の原材料高によって減益が想定されています。 

 

（５） 当期の日本株スタイル指数騰落率は、Russell/Nomura Large Cap Growth インデックスが

－6.2％、Russell/Nomura Large Cap Value インデックスが＋3.9％、Russell/Nomura Small 

Cap インデックスが－9.9％となりました。 

 

 
 

○当ファンドのポートフォリオ 

［ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）］ 

主要投資対象の［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］受益証券を高水準に組み入

れることを基本としました。期を通じて100％近い組み入れを維持し、期末の実質的な株式組

入比率（株価指数先物買建てを含む）は98.0％としました。 

 

［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］ 

≪ファンド全体≫ 

【株式組入比率】 

・運用の基本方針に基づき高水準（フルインベストメント）を維持し、期末には98.1％（株価

指数先物買建てを含む）としました。 

 

【投資スタイル配分】 

・当ファンドは大中型バリュー、大中型グロース、小型ブレンドの異なる３つの投資スタイル

を組み合わせて運用します。（マルチ・スタイル運用） 

・異なる３つの投資スタイル別にそれぞれの専門チームが運用します。（マルチ・マネージャー

運用） 

・ファンド専用の投資政策委員会が各投資スタイルへの資産配分を適宜決定します。（スタイ

ル・アロケーション） 
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

・期首は大中型バリュー48.7％、大中型グロース33.9％、小型ブレンド14.6％の配分比率としま

した。2021年を通して半導体等の部材不足が製造業の生産活動に悪影響を与えたことや、新

型コロナウイルスのオミクロン株の感染拡大が世界的に発生したこと、高いインフレ率を背

景として金融政策の引き締め姿勢が強まったこと等から景気に対する見通しを引き下げ、当

運用期間を通して大中型バリューの比率を引き下げ、大中型グロースの比率を引き上げまし

た。期末は大中型バリュー34.1％、大中型グロース53.2％、小型ブレンド9.4％としました。 

 

【業種配分・銘柄数】 

・非資源事業の利益成長に加えて、資源価格の高騰で資源関連事業の利益が短期の利益成長を

押し上げると判断した卸売業や、投資先の上場や売却が今後進むことで自社株の買い戻しが

期待できると判断した銘柄を買い付けた情報・通信業などの業種比率を引き上げました。一

方で、新型コロナウイルスの感染収束の期待により業績改善が見込まれ株価が上昇し割安度

合いが低下したその他金融業や、株価が堅調に推移し割安度合いが低下した銘柄を売却した

建設業の比率を引き下げました。期末の株式の投資銘柄数は240銘柄（期首251銘柄）、上位

10銘柄の合計の純資産比率は27.4％（期首22.7％）です。 

 

≪投資スタイル別≫ 

【大中型バリュー運用チーム】 

・株価の割安性による定量評価と個別企業の調査・分析に基づく定性評価を組み合わせて銘柄

の見直しを行なってきました。米国の経済や金利動向を含む国内外の経済政策や景気動向、

国内では新型コロナウイルスの感染状況、欧州情勢などの外部環境が依然として大きく急速

に変化する中で定性評価にあたっては収益の信頼性やポテンシャル、財務の健全性を重視し

てきました。 

・コスト削減による収益貢献や株主還元の拡大が期待される保険業やエネルギー事業など幅

広い事業領域による堅調な収益が見込まれる卸売業などの比率を引き上げました。一方で、

原材料価格の高騰により収益見通しが低下した電気機器や株価が上昇し割安度合いが低下

したその他金融業などの比率を引き下げました。期末の組入銘柄数は58銘柄（期首は67銘柄）

としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種（東証33業種分類、以下同じ）と銘柄＞ 

保 険 業：大手生命保険会社の一角で、経費などのコスト削減による収益貢献や株主還

元の拡大が期待されるT＆Dホールディングスを買い付け。 

卸 売 業：総合商社の一角で穀物を含む食品事業やエネルギー、インフラ事業など幅広

い事業領域を持ち堅調な収益が見込まれる丸紅を買い付け。 
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

電 気 機 器：鋼材など原材料価格の高騰の影響を受ける自動車向け事業の収益見通しが

低下した日立製作所を売却。 

その他金融業：新型コロナウイルスの感染収束の期待により業績改善が見込まれ株価が上

昇し割安度合いが低下したオリックスを売却。 

 

【大中型グロース運用チーム】 

・優れた経営と高い競争力により中長期で高いROE（株主資本利益率）を維持または改善でき

る会社、さらにマクロ環境に左右されず独自の要因で高い売上高成長を達成できる企業へ投

資をしていく方針です。企業を取り巻くマクロ経済環境や業界環境が変化する中で、今後の

中期的な成長性に注目して銘柄の見直しを行ないました。 

・新型コロナウイルスの影響を受けているものの、インドの経済成長と共に自動車保有台数が

増え中長期で利益成長が期待できる輸送用機器や、資源価格高騰の恩恵を享受できると判断

した卸売業などの比率を引き上げました。一方で、部品不足の影響が短期の利益成長を押し

下げる可能性があると判断したその他製品や、半導体の需要がひっ迫していることから半導

体製造装置の需要が高まるという期待を背景に株価が上昇した電気機器などの比率を引き

下げました。期末の組入銘柄数は73銘柄（期首は72銘柄）としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種と銘柄＞ 

輸送用機器：新型コロナウイルスの影響を受けているものの、インドの経済成長と共に自

動車保有台数が増え中長期で利益成長が期待できると判断したスズキを買

い付け。 

卸 売 業：非資源事業の利益成長に加えて、資源価格の高騰で資源関連事業の利益が短

期の利益成長を押し上げると判断した伊藤忠商事を買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

その他製 品：新型コロナウイルスの影響で部品不足により据置型ゲーム機の生産に悪影

響を与え短期の利益成長が低下すると判断し任天堂を売却。 

電 気 機 器：半導体の需要がひっ迫していることから半導体製造装置の需要が高まると

いう期待を背景に株価が上昇した東京エレクトロンを売却。 

 

【小型ブレンド運用チーム】 

・個々の企業の成長ステージを見極め、最高益の更新が期待できる成長期の銘柄や、業績の回

復が見込まれるリストラ期の銘柄へ投資をしていく方針を継続しました。成長期の銘柄では

企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）推進により需要拡大が中長期で続くサー

ビスを提供している企業、リストラ期の銘柄では外部環境の変化に対応して収益構造の見直

しに取り組み、市場を上回る業績回復が見込まれる企業に投資しました。 
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・歯科技工業務の生産性向上に貢献するデンタル加工機の売上増が見込まれる電気機器や、環

境意識の高まりを背景に産業廃棄物処理量の増加により中長期的な成長が期待できるサー

ビス業などの比率を引き上げました。一方で、株価上昇により割安度合いが低下した化学や、

外食向けの需要回復が想定よりも遅れている食料品などの比率を引き下げました。期末の組

入銘柄数は125銘柄（期首は125銘柄）としました。 

 

＜投資割合を引き上げた主な業種と銘柄＞ 

電 気 機 器：歯科技工業務の生産性向上に貢献するデンタル加工機の売上増が見込まれ

るローランド ディー.ジー.、電気自動車の普及に伴い海外で車載用コネク

タの売上増が予想されるイリソ電子工業を買い付け。 

サービス 業：環境意識の高まりを背景に産業廃棄物処理量の増加により中長期的な成長

が期待できるダイセキ、主力の通信教育事業においてコンテンツの充実によ

る単価上昇が見込まれるベネッセホールディングスを買い付け。 

 

＜投資割合を引き下げた主な業種と銘柄＞ 

化 学：半導体関連の需要拡大により業績が好調に推移していることが評価され、株

価が上昇して割安度合いが低下した関東電化工業、太陽ホールディングスを

売却。 

食 料 品：市況高騰の影響が一巡し、今後業績の伸び悩みが懸念されるS Foods、外食

向けの需要回復が想定よりも遅れているアリアケジャパンを売却。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

＊ベンチマーク対比では2.6ポイントのマイナス 

基準価額の騰落率は－5.4％となり、ベンチ

マークであるTOPIX（東証株価指数）の－2.8％

を2.6ポイント下回りました。 

 

【主な差異要因】 

（プラス要因） 

①業種配分において値上がりした保険業の比

率をベンチマークに比べて高めにしていた

こと 

②業種配分においてベンチマークよりも値下

がりした陸運業、医薬品の比率をベンチマー

クに比べて低めにしていたこと 
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③ベンチマークに比べて高めの比率としていた日本電信電話、日立製作所などの株価が上昇し

たこと 

 

（マイナス要因） 

①保有していなかったトヨタ自動車、オリエンタルランドの株価が上昇したこと 

②ベンチマークに比べて高めの比率としていたエムスリー、ピジョンなどの株価がベンチマー

クよりも値下がりしたこと 

③業種配分においてベンチマークよりも値下がりした化学、情報・通信業の比率をベンチマー

クに比べて高めにしていたこと 

 

 

◎分配金 

（１） 収益分配金につきましては、配当等収益や基準価額水準などを勘案して１万口当たり５

円とさせていただきました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行ないます。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第21期 

2021年３月23日～ 
2022年３月22日 

当期分配金 5  

(対基準価額比率) 0.021％ 

 当期の収益 5  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 21,222   
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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◎今後の運用方針 

［ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド］ 

＜投資環境＞ 

2021年の夏場に浮上した半導体をはじめとする部材不足は2022年に入っても継続しており、

一部の製造業メーカーは受注を消化できない状況です。また、自動車メーカーも2022年に入っ

てから生産目標を実現可能と考える水準に引き下げる等、生産活動の正常化へのハードルは依

然高いと言えます。このような生産の滞りは、在庫不足を通じて自動車価格や米国住宅価格の

値上がりといったように最終消費者への価格転嫁に着実に繋がっています。また、ロシアによ

るウクライナへの侵攻に伴うエネルギー関連をはじめとする商品価格の上昇は、今年前半に減

速すると想定されていたインフレ率を高止まりさせやすいと考えられます。 

新型コロナウイルスの感染状況について、世界的なワクチン普及後にある程度の収束が期待

されたものの、ワクチンの効果が低い変異株発生が懸念され、完全な収束まで時間を要してい

るだけでなく収束までの道筋も不明瞭な状況が続いています。新型コロナウイルス感染拡大初

期に行なわれた世界的都市封鎖といった経済活動の停止が発生する確率は低いと考えられま

すが、同問題に起因する供給不足継続による財価格の上昇は消費意欲の減退につながる可能性

があります。 

高いインフレ率が継続する確率が高いと言える中、世界各国の中央銀行の金融政策に対する

姿勢は今以上に引き締め度合いを強める可能性が高いと考えられます。既に利上げを行なって

いる米国や英国だけでなく、欧州や日本も物価上昇ペースの切り上がりが確認されれば、金融

引き締めに対して積極的な姿勢に転じる可能性が高いことに注意が必要です。世界的な金融引

き締めは需要を抑えるという効果において景気の減速要因であり、中央銀行は過度な減速局面

を回避するために慎重な政策決定を迫られることになるでしょう。 

このような投資環境が想定される中、金融市場は新型コロナウイルスの感染拡大、ロシアと

ウクライナの問題、金融政策の転換といったイベントに対するニュースに反応しやすく、また、

大きく変動しやすいと考えられます。物価上昇とそれに対抗するための金融引き締めの維持と

いう状況が継続しやすいことを踏まえると、景気は現在のような物価上昇を伴う過熱感をもっ

た状態を継続するよりも、物価や金利の上昇が需要の伸びを鈍化させ、一時的に減速局面に推

移する可能性が高いと考えています。株式市場における銘柄選択の傾向についてもそれらの可

能性に留意し、過度に景気敏感な銘柄に偏らないポジションを選択する必要があると考えて投

資判断を行なって参ります。 

 

＜投資方針＞ 

【投資スタイル配分】 

景気局面判断、金利見通し、スタイル指数間のバリュエーション格差などをふまえ、当面は、

大中型バリューと大中型グロースでは大中型グロースを高い配分比率とし、小型ブレンドはベ

ンチマークより低い比率を維持する方針です。 
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【大中型バリュー運用チーム】 

株価の割安性による定量評価と個別企業の調査・分析に基づく定性評価を組み合わせて、市

場が見過ごしている価値（バリュー）を発掘し、投資をしていく方針です。 

米国での金利動向や欧州情勢、国内外における新型コロナウイルス収束の進展や資源価格の

高騰、グローバルなサプライチェーンの混乱などが企業業績に大きな影響を与える可能性が高

まっています。このような状況下で、国内外の企業業績の動向と為替・金利水準、環境政策を

含む外部環境の変化が企業の収益力・競争力に大きな影響を与えてきており、定性評価の重要

性が更に高まっています。特に、保有資産との比較で割安で収益性改善のポテンシャルを持つ

企業、株主還元を積極化させる余地を持つ企業、企業統治改革の進展を背景に資本政策が変化

している企業などに注目しています。 

 

【大中型グロース運用チーム】 

国内外の景気変動や国際情勢など外部環境が激しく変動する環境下でも、強い競争力や構造

改革などの自助努力により中期で相対的に高い利益成長を実現できると期待される企業に投

資を行ないます。ロシアによるウクライナ侵攻により、両国が主要生産地である一部のコモ

ディティ価格が高騰しており、世界経済は一段と混迷を極めている状況です。新型コロナウイ

ルスの影響に加えて、この侵攻により世界経済はもちろんのこと各企業の短中期の利益成長に

対する見通しが非常に不透明になっています。そのような環境下で当ファンドは外部環境に左

右されず、自助努力により利益成長が可能な銘柄に投資を行ない、引き続き機動的な銘柄の比

率調整、入れ替えを実施していく方針です。 

 

【小型ブレンド運用チーム】 

個々の企業の成長ステージを見極め、最高益の更新が期待できる成長期の銘柄や、業績の回

復が見込まれるリストラ期の銘柄へ投資をしていく方針です。成長期の銘柄では顧客満足度の

高いサービスを提供することにより安定した収益を積み上げ、外部環境が不透明な中でも持続

的な成長が見込まれる企業、リストラ期の銘柄では企業価値向上のための投資を行ないなが

ら、株主還元の充実が期待できる企業に注目しています。また、株価が大きく変動する局面で

は、銘柄の比率調整や入れ替えを積極的に行なっていく考えです。 

 

［ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）］ 

前述の投資環境認識と投資方針のもと、主要投資対象の［ノムラ日本株戦略ファンド マザー

ファンド］受益証券の組み入れを高位に維持して、基準価額の向上に努めます。 

 

今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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○１万口当たりの費用明細 (2021年３月23日～2022年３月22日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 431  1.705  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (251)  (0.990)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (153)  (0.605)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） ( 28)  (0.110)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 18   0.070   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 18)  (0.070)   

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (  0)  (0.000)   

（c） そ の 他 費 用 1   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  1)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 450   1.778    

期中の平均基準価額は、25,307円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価

証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で

除した総経費率（年率）は1.71％です。 

  
（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 

（注）各比率は、年率換算した値です。 

（注）当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2021年３月23日～2022年３月22日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 178,940 671,000 593,618 2,227,800 

 
＊単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2021年３月23日～2022年３月22日) 

 

項 目 
当 期 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 99,101,425千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 73,065,949千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.35   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2021年３月23日～2022年３月22日) 

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 45,347 3,589 7.9 53,753 6,239 11.6 

平均保有割合 12.4%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

 

＜ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド＞ 

種     類 買 付 額 

 百万円 
株式 49 

 
 
 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 6,603千円 
うち利害関係人への支払額（B） 692千円 

（B）／（A） 10.5％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

○組入資産の明細 (2022年３月22日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 2,788,412 2,373,733 8,559,919 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 

○投資信託財産の構成 (2022年３月22日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド 8,559,919 98.7 

コール・ローン等、その他 108,583 1.3 

投資信託財産総額 8,668,502 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

 

 

親投資信託残高 
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ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2022年３月22日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 8,668,502,557   

 コール・ローン等 108,582,692   

 ノムラ日本株戦略ファンド マザーファンド(評価額) 8,559,919,865   

(B) 負債 104,426,599   

 未払収益分配金 1,771,316   

 未払解約金 23,753,583   

 未払信託報酬 78,749,327   

 未払利息 18   

 その他未払費用 152,355   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 8,564,075,958   

 元本 3,542,632,895   

 次期繰越損益金 5,021,443,063   

(D) 受益権総口数 3,542,632,895口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 24,174円 
 

（注）期首元本額は 4,092,398,978 円、期中追加設定元本額は

692,725,051円、期中一部解約元本額は1,242,491,134円、１口当

たり純資産額は2.4174円です。 
 

○損益の状況 (2021年３月23日～2022年３月22日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △       13,257   

 その他収益金 468   

 支払利息 △       13,725   

(B) 有価証券売買損益 △  316,565,466   

 売買益 72,969,319   

 売買損 △  389,534,785   

(C) 信託報酬等 △  161,310,419   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △  477,889,142   

(E) 前期繰越損益金 2,461,700,534   

(F) 追加信託差損益金 3,039,402,987   

 (配当等相当額) (  5,016,220,213)  

 (売買損益相当額) (△1,976,817,226)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 5,023,214,379   

(H) 収益分配金 △    1,771,316   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 5,021,443,063   

 追加信託差損益金 3,039,402,987   

 (配当等相当額) (  5,021,440,402)  

 (売買損益相当額) (△1,982,037,415)  

 分配準備積立金 2,496,841,059   

 繰越損益金 △  514,800,983   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2021年３月23日～2022年３月22日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2021年３月23日～ 
2022年３月22日 

a. 配当等収益(経費控除後) 36,911,841円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 5,021,440,402円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 2,461,700,534円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 7,520,052,777円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 21,227円 

g. 分配金 1,771,316円 

h. 分配金(１万口当たり) 5円 

 

  



品 名：90001_400001_021_02_ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）_909373.docx 

日 時：2022/4/15 10:17:00 

ページ：16 

 

－ 16 － 

ノムラ日本株戦略ファンド（確定拠出年金向け）

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 5円 
 
 
 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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